

















































官 Drenkmann の殺害、75年 2 月の Lorenz 議員の誘拐、同年 5 月の在ストックホ
ルム・ドイツ大使館の襲撃、77年 4 月の検事総長 Buback の殺害、同年 7 月の銀行














1975年 3 月のノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案は、過激派組織対策





















わらず、これまで 4 ケ月以上も前のベルリンの裁判長 Drenkmann の射殺犯や
Lorenz 議員の誘拐犯人を探り出し、逮捕することに成功していない。このことは、




























































































じて刑を減軽する可能性をも提供する。また、検察官が刑訴法第153条 b 第 1 項
により処置しようとするときに、裁判所の同意を得たうえでしか捜査手続の打切
りに関する拘束力を有する約束をなしえないということも、法政策的に望ましい
ように思われる。それ故に、本法案は、刑訴法第153条 c 第 2 項17）若しくは第
153条 d に比肩しうる規定を提案することをしていない」18）としている。
さらに、同理由書は、刑の減軽と免除につき「無期自由刑の定められている犯
罪にあっては、自由刑の減軽は、刑法49条 1 項 1 号によってのみ可能である。従
って、本来科せらるべき無期自由刑が減軽されるときには、行為の重大性によ
り、 3 年を下回ってはならない。これに対して、他の刑罰は、刑法第49条第 2
項19）により減軽されうる。一方において、無期自由刑に適用される刑法第49条
第 1 項第 1 号による減軽の可能性と、他方において、他の刑罰に適用される刑法
─ ─126






















れる際に法文化は見送られた。また、第 1 号、第 2 号は、第129条第 6 項の規定












「⑴ 手続が麻薬法第11条第 1 項乃至第 3 項の犯罪を対象とする場合に、検察官
は、行為者が行為後に麻薬法第11条第 4 項の意味での特に重大な事件の摘発また
は訴追に寄与したときには、行為者の行為に対する訴追を見送ることができる。


















第153条 d 、第154条 c に有している。法案において予定された153条 f は、一方に
おいて微量の自己使用のみに関する麻薬法第11条第 5 項の規定よりも広い犯罪領域
に関するものであるが、他方において、行為による悔悟を前提としている。また、






















通信教育部論集 第21号（2018年 8 月）
b 第 1 号に次のような規定が置かれた26）。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また

































7 月28日の麻薬法31）（Gesetz zur Neuordnung des Betäubungsmittelrechts）第31条第 1
号にほぼそのまま受け継がれ、次のような規定となった。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また































































































































































3 ） Bundesratsdrucksache（以下 BR-Drと略）176/75.
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9 ） BR-Dr.176/75, S. l f.






11） これは、刑訴法153条 d に関するものであり、同条 1 項は「連邦検事総長は、裁判所





12） これは、刑訴法153条 e 第 1 項後段に関するものであるが、因に第 1 項は「裁判所構

















17） 刑訴法153条 c 第 2 項は「検察官は、本法の適用地域内の犯罪であっても、地域外に
─ ─134









21） BT-Dr.7/4005, S.4. この規定と関連して、刑訴法153条 b に第 3 項として「裁判所が刑
法129条 a 第 5 項、第 6 項により刑を免除しうる要件が存するときには、第 1 項及び第
2 項による検察官の権限は、連邦検事総長に専属する」旨の規定を設けることが提案さ
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